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特 定 財 源 等 の 概 要（平成１４年度予算・地方財政計画額）

１． 国 税

税 目
課 税 対 象 税 率 税 収 の 使 途 根 拠 法 税 収

（※ 目的税）

揮 発 油 税 揮 発 油 ４８，６００円／㎘ ・国の道路財源（１／４ は道路 道路整備緊急措置法３，５ 億円

（昭和２４年創設・ （本則税率：２４，３００円／㎘） 整備特別会計に直入） ２８，４４２

２９年特定財源）

地 方 道 路 税※ 揮 発 油 ５，２００円／㎘ ・地方の道路財源として全額 地方道路税法１ ３，０４３

（昭和３０年創設） （本則税率：４，４００円／㎘） 譲与 地方道路譲与税法１，８ （地方分３，０４３）

石 油 ガ ス 税 自動車用石油 １７円５０銭／㎏ ・１／２ は国の道路財源 道路整備緊急措置法３ ２８０

（昭和４１年創設） ガス ・１／２ は地方の道路財源とし 石油ガス譲与税法１，７ （地方分 １４０）

て譲与

自動車重量税 乗用車、トラ （例） ・国の道路財源（注） １１，２００

（昭和４６年創設） ック、バス、 ○ 乗用車（車両重量０．５トンごとに） ・公害健康被害の補償費用の 公害健康被害の補償等に （地方分２，８００）

軽自動車等 ・自家用 ６，３００円 （年） 財源として交付 関する法律附則１９の２

・営業用 ２，８００円 （年） ・１／４ は地方の道路財源とし 自動車重量譲与税法１，７

○ 軽自動車（１両につき） て譲与

・自家用 ４，４００円 （年）

・営業用 ２，８００円 （年）

（本則税率：いずれも ２，５００円）

（注）自動車重量税収の３／４は法律上は国の一般財源であるが、税創設の経緯等から８割相当額は道路整備に充ててきたところ。平成１４年度予算においては
道路特定財源等の額が道路予算の額を２，２４７億円上回ることとなり、この分を一般財源として活用。



税 目
課 税 対 象 税 率 税 収 の 使 途 根 拠 法 税 収

（※ 目的税）

航空機燃料税 航空機燃料 ２６，０００円／㎘ ・１１／１３ は国の空港整備財源 空港整備特別会計法３，附 １，０７５

（昭和４７年創設） 則⑪ （地方分 １６５）

・２／１３ は地方空港対策費と 航空機燃料譲与税法１，７

して譲与

電源開発促進税※ 一般電気事業 ４４５円／千キロワット時 ・電源立地対策及び電源多様 電源開発促進税法１ ３，７６７

（昭和４９年創設） 者の販売電気 化対策財源 電源開発促進対策特別会

計法３の３

石 油 税 原油、輸入石 （例）原油、輸入石油製品 ・石油及びエネルギー需給構 石油及びエネルギー需給 ４，８００

（昭和５３年創設） 油製品、天然 ２，０４０円／㎘ 造高度化対策財源 構造高度化対策特別会計

ガス等 法４



２． 地 方 税

税 目
課 税 対 象 税 率 税 収 の 使 途 根 拠 法 税 収

（※ 目的税）

軽 油 引 取 税※ 軽油の引取り ３２，１００円／㎘ ・都道府県及び指定市の道路 地方税法７００， ７００の５０ １１，８５１

（昭和３１年創設） （本則税率：１５，０００円／㎘） 財源

自動車取得税※ 自動車の取得 ・自家用 取得価格の５％ ・地方公共団体（７割市町 地方税法６９９， ６９９の３３ ４，６５７

（昭和４３年創設） ・営業用及び軽自動車 〃 ３％ 村、３割都道府県及び指定

（本則税率：いずれも３％） 市）の道路財源

（注）このほか、入湯税等がある。



特定財源

税法には使途を特定する定めがないが、別途、実体法
又は特別会計法で使途が特定されているもの（揮発油税、
航空機燃料税 など）。

○ 道路整備緊急措置法 （抄）

第三条 政府は、平成十年度以降五箇年間は、毎年度、次に掲げる額

の合算額…に相当する金額を…道路整備費…の財源に充てなけれ

ばならない。

一 当該年度の揮発油税等の収入額の予算額

二 （略）

目的税

特定の経費に充てることを目的として課される税で
あって、税法上その使途が特定されているもの（地方道路
税、電源開発促進税、軽油引取税、自動車取得税）。

○ 電源開発促進税法 （抄）

第一条 原子力発電施設、火力発電施設、水力発電施設等の設置を促

進する等のための財政上の措置…に要する費用に充てるため、一

般電気事業者の販売電気には、この法律により、電源開発促進税

を課する。



揮発油税収と道路整備費について

（直入）
　　　　　※道路整備特別会計法 第3条の2

（繰入）
　　　　　※道路整備特別会計法 第4条

閣　 議 　了 　解

道路整備五箇年計画について（抄）

平成10年1月30日

揮発油税収 一 般 会 計 道路整備特会 道路整備費

（道路整備特別会計法・抄）

第３条の２
揮発油税の収入のうち道路整備緊急措置法
第五条第二項に定める額に相当するものは、
同項に規定する地方道路整備臨時交付金の交
付に要する費用の財源に充てるため、毎会計
年度、この会計の歳入に組み入れるものとす
る。

第４条
道路整備事業（道路整備緊急措置法第五条
第二項に規定する地方道路整備臨時交付金の
交付を除く。）に要する費用で国が負担する
もの並びに第十条第一項の規定による借入金
の償還金及び利子の金額は、政令で定める金
額に相当する金額を除くほか、予算の範囲内
において、政令で定めるところにより、一般
会計からこの会計に繰り入れるものとする。

１　平成１０年度から平成１４年度に至る五箇
　年間における道路投資の規模を次のとおり
　とし、新道路整備五箇年計画を強力に推進
　するものとする。

一般道路事業　　　　２９兆２，０００億円
有料道路事業　　　　１７兆０，０００億円
地方単独事業　　　　２６兆８，０００億円
調　　 整　　費　　　　　５兆０，０００億円
　 合　　　計　　　　　 ７８兆０，０００億円

3/4

1/4

（道路整備緊急措置法・抄）

第２条第１項
建設大臣は、平成十年度以降五箇年間におけ
る高速自動車国道及び一般国道・・・の新設、改
築、維持及び修繕（以下「道路の整備」という。）
に関する計画（以下「道路整備五箇年計画」とい
う。）の案を作成して閣議の決定を求めなければ
ならない。

第３条
政府は、平成十年度以降五箇年間は、毎年
度、次に掲げる額の合算額・・・に相当する金額
を道路整備五箇年計画の実施に要する国が支
弁する経費（以下「道路整備費」という。）の財源
に充てなければならない。
　 一 当該年度の揮発油税等の収入額の予算額
　 二 （略）







特定財源等の沿革  
 
 
イ． 揮発油税は、一般的な財政需要に応じる必要から、揮発油の消費に負担を求める
ため昭和 24 年に創設されたが、昭和 28 年に「道路整備費の財源等に関する臨時措

置法」が制定され、立ち遅れたわが国の道路を緊急かつ計画的に整備する観点から、

道路整備五箇年計画（第１次：昭和 29 年度～33 年度）が策定されるとともに、その
財源として揮発油税収相当額を国の道路整備に充てることとされた。この制度は、昭

和 33 年に制定された「道路整備緊急措置法」に引き継がれ、現在に至っている。 

 
ロ． 昭和 29 年には、地方の道路整備に資するため、「昭和 29 年度の揮発油譲与税に
関する法律」が制定され、昭和 29 年度に限り、揮発油税収の３分の１に相当する額

を地方に譲与することとされたが、昭和 30 年には、地方道路税（国税）が創設され、
その税収のすべてが地方の道路特定財源として地方に譲与されることになった。 

 
ハ． 石油ガス税は、石油ガスを燃料とするＬＰＧ車と揮発油を燃料とするガソリン車との
負担の権衡を図る観点から昭和 41 年に創設され、それ以来、揮発油税などとともに、
「道路整備緊急措置法」などに基づき、国・地方の道路特定財源とされている。 

 
ニ． 自動車重量税は、自動車の走行が多くの社会的費用をもたらしていること、道路そ

の他の社会資本の充実の要請が強いことを考慮して、広く自動車の使用者に負担を

求めるため、昭和 46 年に創設された。 



 
ホ． 航空機燃料税は、空港整備などのための財源を確保する等の観点から昭和 47 年
に創設され、その税収は、国の空港整備費や地方の空港対策費に充てられている。 

 
ヘ． 電源開発促進税は、原子力発電施設、火力発電施設、水力発電施設等の設置

促進などの電源立地対策を講じるための目的税として、昭和 49 年に創設された。そ
の後、第２次石油危機の発生に伴い、昭和 55 年には、税収の使途に石炭、原子力、
水力、地熱等の電源多様化対策を追加するなどの改正が行われた。 

 
ト． 石油税は、石油一般の利用に共通する便益性に着目し、石油対策に係る財政需
要に配意して、広く石油の消費に対して負担を求めるために、昭和 53 年に創設され
た。その税収は、当初、石油対策に要する費用に充てることとされていたが、昭和 55

年度以降は、石油代替エネルギー対策、平成５年度以降は省エネルギー対策などに

も充てられることになった。 

 
チ．軽油引取税は、昭和 31 年に地方道路整備の緊急性及び揮発油を燃料とするガソ
リン車と軽油を燃料とするディーゼル車との負担の均衡などを考慮し、都道府県及び

指定市の道路に関する費用に充てるための都道府県の目的税として創設された。 
その後、平成元年に、軽油の流通実態等に鑑み消費地課税などの制度の抜本的

な改正が行われたが、軽油の流通実態の多様化等の状況変化などに伴い、今後とも

脱税防止策を含め一層の課税の適正化を図っていく必要がある。 

 



リ．自動車取得税は、一定の自動車の取得に対し、その取得者に課される税で、昭和

43 年、地方道路財源の充実強化を図り、都道府県及び市町村の道路に関する費用
に充てるため、都道府県の目的税として創設された。 
   自動車取得税は、自動車の取得に担税力を見出して課される税であるとともに、受
益者負担的かつ原因者負担的な性格を持つものであり、消費税・地方消費税とは、

その性格、課税の趣旨からして異なるものである。 

 
 
 

〔わが国税制の現状と課題  ―21 世紀に向けた国民の参加と選択―  

平成 12 年７月 14 日 税制調査会 より抜粋〕 



道路特定財源制度の有無

　石油関係税

　自動車関係税

（うち特定財源の占める割合）

1956年 道路信託基金（特定財源）創設 1909年 炭化水素油税収（注２）等 1955年 鉱油税収の増税分を特定 1951～81年

を特定財源化 財源化 　　石油産品内国消費税（注２）の

1937年 特定財源制度廃止 （一般 1960年 鉱油税収すべてを特定財 　一部を特定財源化  (81年に一

財源化） 源化 　般財源化）

1963年 鉱油税収の一部を除き一

般財源化 1968年 車軸税創設 （税収は道

1974年 使途拡大 （都市交通整備にも 1973年 使途拡大 （道路整備以外 路補修に使用）

使用） の交通政策にも使用）

（注４）

（注１） 換算レートは、１ドル＝119円、１ポンド＝173円、１マルク＝55円、１フラン＝16円 （平成13年下半期レート）。

（注２） アメリカの特殊燃料税は、LPガス、天然ガス等に係る個別間接税。イギリスの炭化水素油税、ドイツの鉱油税、フランスの石油産品内国消費税は、それぞれ石油製品一般に係る

個別間接税。また、フランスの車軸税は、12t以上のトラック等に課税される税。

（注３） アメリカは道路信託基金(道路勘定)からの2001年度支出額、イギリスは1999年度支出額、ドイツ及びフランスは1999年度予算額。

（注４） ドイツでは、「交通政策」を極めて広く解しており、事実上一般財源化している模様。

１０ ％

車 軸 税 （注２）――

道路特定財源制度の推移

繰
入
税
目

鉱 油 税 （注２） （一部）ガソリン税 ・ 特殊燃料税（注２）（一部）

大型トラック税  等

１００ ％ ０ ％

主要諸外国における道路特定財源制度 （国分）

イ　ギ　リ　ス フ　ラ　ン　スア　メ　リ　カ ド 　イ 　ツ

１００ ％

――

――

道 路 予 算 額  （注３）

（３,１００ 億円）

１８ 億ポンド １０２ 億マルク

（５,６００ 億円） （1,２００ 億円）

７５ 億フラン

あ  　り あ　  り

（４.２ 兆円）

３４９ 億ドル

――

あ  　りな　  し

未 定 稿



平成１２年７月１４日
税 制 調 査 会

わが国税制の現状と課題

２１世紀に向けた国民の参加と選択 （抄）

第二 個別税目の現状と課題

三 消費課税

７．特定財源等

（３） 特定財源等の課題

特定財源等については、厳しい財政事情、最近における道路整備の状況などを踏

まえれば、基本的には一般財源化の方向で検討すべきではないかといった多くの意

見がありました。これに対し、受益者負担の観点、道路整備の必要性などを踏まえ

ると、なお特定財源等による道路整備の意義が認められることから、これを維持す

る必要があるとの意見がありました。

一般に、ある税の収入を特定の公的サービスに要する費用の財源に充てること

は、その公的サービスの受益と負担の間にかなり密接な対応関係が認められる場合

には、一定の合理性を持ち得ますが、他方、資源の適正な配分を歪め、財政の硬直

化を招く傾向があることから、その妥当性については常に吟味していく必要がある

と考えます。



平成 13 年 12 月 14 日 
税 制 調 査 会 

 

平成14 年度の税制改正に関する答申（抄） 

 

 
 
 
７．その他 
(３) エネルギー関係諸税等と環境問題への対応 
① エネルギー関係諸税等と特定財源等 
 既存のエネルギー関係諸税等のうち特定財源等については、特定の公的サービスからの受益と負担との間に密接な対
応関係が認められる場合には一定の合理性を持ち得る。他方、資源の適正な配分を歪め、財政の硬直化を招く傾向があ
ることから、常にその妥当性を吟味していく必要があるとこれまで当調査会でも指摘してきている。 
また、道路特定財源等については、依然として道路整備の必要性はあり、これを維持すべきとであるとの意見もあっ
た。しかしながら、厳しい財政事情や最近の道路整備の改善状況等を考慮すれば、一般財源化を含め、その見直しを検
討すべきではないかといった意見が多数であった。わが国の燃料課税の税負担水準は、国際的にみても高くない水準に
あること、また、地球温暖化問題の観点からも、これを引き下げることは適当でない。 
今後、特定財源等を含むエネルギー関係諸税等については、こうした点を踏まえ、幅広い観点から、そのあり方の検
討を行っていく必要がある。 



　ＯＥＣＤ諸国のガソリン１ℓ当たりの価格と税（２００1年第1四半期）

出典：ＩＥＡ 「エネルギー価格と税（2001年第2四半期）」。上記の内、トルコは、2000年第4四半期のデータである。
(注) 1．わが国の消費税は、付加価値税に区分している。なお、アメリカの小売売上税は上記のグラフ上区分表示されていない。
　　　 また、（　）書きは、各国のガソリンに対する付加価値税率である。
　　  2．わが国の個別間接税は、揮発油税及び地方道路税である。なお、石油税を加えた場合の税負担率は55.6%となる。
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欧州諸国におけるガソリンに係る個別間接税の税率の推移（指数：１９８０年＝１００）

０．４８８２ポンド／ℓ

（指数） イギリス （７７．６２円／ℓ）

ＶＡＴ：１７．５％

４００

３．８４６２フラン／ℓ

３００ フランス （５７．６９円／ℓ）

ＶＡＴ：１９．６％

１．１６マルク／ℓ

ド イ ツ （５６．８４円／ℓ）

ＶＡＴ：１６．０％
２００

１００ ５３．８円／ℓ
日 本

消費税率：５％

１９８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ （年）

（注）⒈ 税率は各年末値による。ただし、２００１年については１月末現在の税率。

⒉ 英では８７年、独では８６年以前は有鉛・無鉛の税率、以後有鉛・無鉛の税率が区分して設定されたため、ここでは無鉛ガソリンの税率をとっている。

また、仏はレギュラーガソリンの税率をとっているが、２０００年に無鉛スーパーガソリンの税率に統合された。

⒊ 換算レート：イギリス１ポンド＝１５９円、ドイツ１マルク＝４９円、フランス１フラン＝１５円。



（参考３）

ガソリンの消費数量・小売価格及び揮発油税・地方道路税率の推移
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+ 5.8円/ℓ + 8.6円/ℓ +10.7円/ℓ 3%⇨5%

（注）⒈ 消費数量は、平成12年度までは、国内需要実績「石油資料（エネ庁）」、平成13年度は、石油供給計画。

⒉ 小売価格は「小売物価統計調査報告（総務庁）」の各年４月の全国平均。但し、昭和51年度及び昭和54年度は、税率引上げが実

施された月（７月及び６月）の価格である。また、平成元年度以降は消費税込みの価格である。





（注）　　１. 車両重量 1.5トン、耐用年数 ６年、年間ガソリン消費量 1,200?、平成14年1月現在の税率
車体価格
燃料価格
為替レート
アメリカの小売売上税及び自動車登録税は、ニューヨーク州及びニューヨーク市の税率によった。
フランスの自動車登録税は、パリ地方の税率によった。

　　　　　２. 上記のほかに重量課税として、フランスにおいては車軸税（12ｔ以上のトラック等が課税対象）、アメリカにおいては高速道路自動車
利用税（約25ｔ超のトレーラー等が課税対象）がある。

：日本 2,719,500円、アメリカ 17,721ﾄﾞﾙ、イギリス 18,290ﾎﾟﾝﾄﾞ、ドイツ  28,800ﾕｰﾛ、フランス 27,210ﾕｰﾛ
：日本 　101.8円/?、アメリカ 39.6ｾﾝﾄ/?、イギリス  79.0ﾍﾟﾝｽ/?、ドイツ 0.93ﾕｰﾛ/?、フランス 0.95ﾕｰﾛ/?
：アメリカ１ﾄﾞﾙ＝122円、イギリス１ﾎﾟﾝﾄﾞ＝174円、ドイツ１ﾕｰﾛ＝108円、フランス１ﾕｰﾛ＝108円
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自 動 車 関 係 諸 税 の 年 間 税 負 担 額 の 国 際 比 較 （試 算 ）

（２０００cc クラスの 自 家 用 乗 用 車 の 例 ）
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自動車の保有による年間税負担額等の推移（指数　46年度＝100）

　　    　　 （自動車取得税、自動車税、自動車重量税、物品税又は消費税）

　　　[カローラ排気量1,500cc自家用乗用車）]

(注) １．国民所得の平成10年度までは、「国民経済計算報告（内閣府）」により、平成11年度・12年度は新SNA（平成7暦年基準）による。
　　  ２．1年当たり税額は、自動車取得税又は物品税額(～63年)及び消費税額(元～)を耐用年数（6年）で除した額、自動車税額、自動車重量税額(年)の合計額。
　　  ３．車体価格は、東京地区希望小売価格（元年以降は消費税込み）による。
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（注）１．国土交通省「自動車燃費一覧」（平成13年12月）に基づき作成。
　　　２．CO 2排出量は、車両重量別に区分したガソリン乗用自動車の１km走行におけるCO 2排出量の平均値。
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自動車重量税とCO2排出量の関係



 

わが国現行エネルギー関係諸税等と環境との関わり 
 

 
環境との関わり 具   体   例 

 

○ 課税目的は異なるが、結果として環

境負荷の軽減（ＣＯ２排出抑制等）と

整合的なもの  

 

○ 石油税・揮発油税等（石油等に対する従量税） 

○ 自動車重量税・自動車税等（車両重量・排気量等によって

税率を設定） 

 

○ 個々の政策目的に照らし特例的に

税負担の軽減等を行うもののうち環境

に関連するもの（ＰＰＰにも反する可能

性あり） 

 

○ 自動車税のグリーン化・自動車取得税の軽減措置 
















